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はじめに
分譲共同住宅 (7"/ション)の管理研究において.管
理をどのようなシステムで処理してL‘くかを明らかにす
ることは中心的な謀題である。その際，管理システムと
(i，一つは狭義に個々のマンションで管理を実行してい
〈γ ステムのことを指し.その内容は管理形態の設定や
線約ほどルールの設定.管理組合など区分所釘者.入居
者の組織化と組合運営といったことになる。もう一つは
それらの管謬を支える社会的なシステムのことを指して
いる。即ち，法制度，行政施策や公的団体による支媛.
専門家や専門会社の脊成や民間団体による支媛システム
などがその内容となるの即ち，復雑な条件を有する区分
所有型共同住宅の管理をどのようむ内 ・外のシステムに
よって適切に行っていくかという謀題である。このよう
ほ管理システムを埠究する研究課題に対して諸外国の事
例を研究する怠味はどのようは点にあるかといえば.一
つは単純に発想されるように.諸外国の嫌々な個々の試
みが日本の管理システムの創造や改善にとってそれぞれ
ヒy卜になるという点から考えて，日本と異なる点を明
らかにし教.;jl陪個々の側面で得ることの意義である。
しかし，諸外国との比絞研究の意義はそれだけではなく，
更に蛮要なことはもう一つの意味づけとして.日本との
諸事情.諸条件の相途を明らかにすることがある。即ち.
二つ自の研究の意味は.それそれの国が取っている管理
システムがどのような事情と条件によって選択されてい
るかを明らかにすることにあるといえよう。
諸外国の取っている管理システムのベースにはそれそ
れの歴史的，社会的な事情や条件が存在しているε それ
らを明らかにして各々の国がそれぞれの管沼システムを
作りあげている情造を抱握しておくことが日本に通用す
( 1 ) 
る場合に必要となる。
窓研究(;1.緯固における分譲共同住宅の管E蹄IJ度と管
理システムを明らかにし，そのような制度， システムが
作られている事情や条付を日本との比較において明らか
にしようとする意図をもっている。
勝国の管理制度と管思システムについては.これまで
日本に若干紹介されており.持国においてもいくつか
の論文が発表されて~.る刷。 そのなかで日本への紹介を
みると，法制度の面において 「共同住宅管理令 と区分
所有法にあたる「集合建物の所宵及び管理に関する法律J
との関係が明確でえよいこと，また，分譲共同住宅の管理
主体として重要な位留にあるは戸所有者 (区分所有者)
の団体について，日本や欧米など諸外国の係穏とかなり
異なった事情がありはがら.その内実が明らかでないこ
となどがみられる。例え!i.管理団と入住者代表会議と
の関係が明解に説明されていない。このように制度と管
理システムの全体的な抱健が充分だといえない。これら
の点は緯国の諸論文の内容をみても必ずしも明らかにな
らなL、。それは.線国において制度や管理システムにつ
いて諸外国との比較が充分なされていな~ Iことが影響し
ているからであろう。
現在，鱒国において，住宅の形態か単独住宅(一戸建
て住宅)から共同生活を営む集合住居形式であるアバー
トメ ント CAparlmenl)に変りつつあり， これが.大
都市を中心として一般化されつつある。その傾向の背景
にあるものは，人口増加と宅地及び住宅の不足の問題で
ある。このような住宅の実情を解決するため.土地利用
の効率化を図る共同住宅の建設は住宅難の解決策として
1970年以後その数が急激に地加するようになった。しか
し韓国における住宅政策というのは，不足した住宅の
供給の聞に偏っている傾向があり.相対的に共同住宅の
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管理の面について不充分tJ，感かある。そして.純国の共 決するため韓国政府(;1.，1988年から1992年までの5年間
同住宅というのは，乙こ数十年の間に集中的に建設され に200万戸を供給する住宅径設ol画を持っている(表4
た新しい住宅形態であるために，経験の乏しさからくる 参照)。
管理の問題点が住民の共同生活のおける生活ルールと団
地の維持管理や経費管湿の面などいろいろえ正面に見られる。 表1 ヒヤリング調査織関と調査項目，調査団地
研究の方法1;.，1991年6月5口から1991年6月14日まで
緯国で諸機関へのヒヤリング及び現地見学.資料の収集
を実施し.分譲共同住宅管盟の法や行政にみられる制度
と管理システムを担握した。これらを通じて， 韓国の現
状の管理制度やシステムが取られている事情を明らかに
した。ヒヤリングを行った機関は表1の巡りである。
1.韓国の住宅事情と共同住宅の建設推移
1.緯国の住宅事情
調査機関
線国鐙設節住宅
管理謀
ソウル特別市住宅
企画課住宅管理係
大緯住宅公社住宅
管理銘
鐙設会社住宅管理音B
(l社)
管理会社 (H土)
調査項目
-共同住宅の管理制度と実態
-共同住宅の管理上の問題と行
政対応
-住宅行政の機梼や組織全般に
ついて
-分譲共同住宅に関する住宅行
政
-共同住宅のストックとフロー
量
-共同住宅の建築的慨要と入居
者府
-管fJIlの実態と問題点について
-現地管理担当者への管理実態
についてのヒヤリ ング
-共同住宅の建築的概要と入居
者層
-管理の炎態と問題点について
-アパート建設現況
-管浬の実態と問題点について
-管理会社の管理業務について
-現地管理担当者への管理実態
についてのヒヤリング
1970年代以降の韓国の住宅事情の特徴は.都市地域で
の住宅絶対数の不足と.実際に住宅を必要とする需要に
加えて， 投機的な住宅購入が多いため.住宅価額の高騰
が続いたことである。そのため.質的には住宅規様鉱大
や住宅付締役備(台所，浴室，便所)などが漸次改善さ
れているのに対し，量的にはかえって住宅不足が深刻化
している。その理由は，.m市への人口集中及び核家族化
による世帯数の増加により，住宅の需要が高まったが.
経済成長を優先する政府が住宅政策に対する公共投資を
十分に行わなかったことである。その結泉.表2のよう
に， 1970年には78.2%だった住宅普及率は19回年には
69.4%まで下がっている。特に.表3に示すように大都
市での住宅普及率は.更に落ちて全国の平均を下回る状
態である。このような状況の下で，住宅の不足現象を解
調査団地は，民間供給の分譲アパートであるオリンピ y
クアバートと新現代アパート.大級住宅公社供給のサ
Yゲ団地の賃貸アパ トー
表2 住宅現況
年 度
総人口 総世帯 住宅数 普通世得数 住宅普及率 住宅投資率
t千人J 〈千世帯〕 (千戸) (千住帯) (%) (GNP対)
1970 31.466 5，863 4，360 5，576 78.2 3， 40 
1975 34， 707 6， 761 4，731 6，367 7，1. 4 5， 24
1980 37，436 7，968 5，434 7，470 71. 2 5， 90 
1981 38，723 8， 147 5， 581 7，712 70， 5 1. 30 
1982 39，326 8，418 5，763 7，962 70. 1 i. 95 
1983 39，910 8， 762 6，069 8，220 70.1 5 76 
1981 40，406 9， 143 6，084 8，486 69.9 4 7 
1985 40， 448 9，5'/5 6， 104 8，751 69，8 4 39
1986 41，184 9，859 6， 300 9.031 697 4.40 
1987 41，575 10、115 6.449 9，320 69，2 1.26 
1988 41，975 10，513 6，670 9，612 69.4 4 63 
注 ・普通世帯は.外国人世帯， 1人世帯及び非血縁世備を除外した世帯である。
住宅普及率は，住宅事情を表す指標として良〈使われる。これは住宅数/普通l世帯数で定義される。
資料 .経節企画院.主妥経済指標(1989)，住宅統計便覧 (大儒住宅公社， 1990) 
( 2 ) 
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表3 韓国5大都市の住宅普放慾 (')u)
よそ 1970 1975 ]980 1985 1990 
'/ウル特別市 月6.7 56.3 55，2 54，3 53.0 
釜山直路市 58.7 53，8 51.9 51.1 52.6 
大郎直轄市 50φ6 51.f:i 51.3 53，6 50.3 
仁川直館市 60，6 56，9 572 61，3 67 ，~ 
光州直轄市 57，1 53.4 52.8 54，6 58，0 
資料:経諮企画院，人n&び住宅統計報告(各年度)
住宅統計便覧(大韓住宅公社.1991) 
統計庁，人口住宅総調査暫定報告書(1990，l1) 
表4 200万戸住宅建設計画部門別鎧設計画
単位:千戸
議ト¥空空 2十 [988 1989 1990 1991 1992 
2，000 317 360 450 500 443 
公共 小計 900 115 150 200 220 232 
部門
永久賃貸 250 40 60 70 80 
警労喜 250 60 80 110 
長期賃貸 150 52 50 25 [8 
小型分議 250 自3 60 55 52 42 
民間部門 1，100 202 210 250 280 211 
資料建設部.1991住宅建設総合計画 (1991.2，27) 
住宅ハンドブ yク(大線住宅公社. 1991) 
この計画は，住宅事情を@j期的に改善するために賃貸
住宅の供給に力を置いているのが特徴である。公共部門
90万戸，民間部門では]10万戸を建設するようになって
いる。公共部門が供給する90万戸の住宅は，低所得層と
中所得者を対象iこしている。ここで，公共部門というの
は.大緯住宅公社と地方自治団体と政府などを指すu そ
の内容をみてみると，以下のようである30
① 永久賃貸住宅μ と，.t都市地峡の生活保護対象者
を対象に社会福祉次元で賃貸される住宅で.25万戸の供
給計画を持っている。
②勤労者住宅とは，都市の低所得勤労者を対象にす
る陀宅であり，分譲住宅15万戸と永久賃貸される社員用
賃貸住宅10万戸の供給計顕である。
③ 長期賃貸住宅は.上記永久賃貸住宅や勤労者住宅
の入居者より上関の所得者を対象する賃貸住宅として5
f.. [0年後には分議転換する賃貸住宅であり. 15万戸の
供給計画である。
(3.¥ 
島小型分譲住宅とは.33-60rrlの小規慎住宅で，現
在住宅を所有していないが住宅購入能力がある階層を対
象に供給される住宅であって.25万戸を分譲する計画で
ある。
2.共同住宅の建設権移
緯国における共同住宅は1958年にソウル鍾岩洞に建設
された17坪型152世帯干の市営アパートが最初である。そ
れ以後次第に増加し 1970年以後払都市へ人口集中が
進み，土地の利用度を高める必要性が高くなってきたた
め，急激に地加して"る。人口のノウル都市閣への集中
が苦し く， それを反映して全国の3分の2の共同住宅が
ソウルとソウル周辺に立地してし必。
韓国における共同住宅は，アパート，多i蛍;制主宅，連
立住宅の三つの形態(この三つの住宅形態の概要につい
ては表9参照)がある。
新規の住宅建設戸数をみると.1970年代はじめには共
同住宅の占める割合は全体の2割弱であったが， 1985年
以後では，単独住宅が約2凱共同住宅が約8書IJと共同
住宅の占める割合が高くなっている。これを1990年のス
トックでみてみると，単独住宅は663%.アパート22.6
%， 連)[.f主宅6.8%.多世，帯住宅1.7%となっている~
このなかで.分譲共同住宅の年度81J建設推移は図 1のよ
うである。
次に共同住宅を所有形態別にみてみる。日本の場合は，
借家(賃貸住宅)は多いが，勝国では.賃貸住宅は建設
資金回収に長時間かかることから，多くは分譲(持家)
の形態がとられているa そのため賃貸共同住宅の多くは.
家を持つことが出来はい都市地繊の低所得者を対象に，
長期賃貸住宅又は永久賃貸住宅と して公的機関(地方自
治団体と大鱒住宅公社)が供給するものである。
3 _共同住宅の実態
a 建物の概要
J989年に行われた20戸以上の団地を対象としたアパー
ト住居環境調査(大韓住宅公社)によると.1989年時点
でl団地が20戸以上の共同住宅の団地の数は5，374団地，
棟の数は25ρ67棟，戸数は1，236.659戸である。上の統
計をもとに1団地の平均線数と戸数を計算してみると，
l団地当り平均で4.7練.230戸である。また.共同住宅
の付得総設の現状は表5のようであり.緯国では中央集
中暖房方式をとっている住宅が多いことが特徴である。
共同住宅の住戸専有面積をみると.20戸以上の団地す
べての統計で表6のようになっている。 1983年に比べて
1989年では住戸規模は小さ くなっている。これはこの間
に供給された住戸が小規模住宅に片寄ったためであって，
この傾向は. 1989年度の大緯住宅公社が供給した共間住
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図 1 分譲共同住宅の建設状況
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資料 ;大韓住宅公社ハンドプック(1991年)より作成
注ー1. 5年， 10年後に分譲転換する長期賃貸住宅の戸数を含めている。
2. 1985年以後建てられている多世幣住宅 (1990年現在， 123，015戸)は分譲共同住宅のー形態だが年度別
建設状況が不明なためここには含めていない。
3. 1974年以前の分譲共同住宅の建設実績は不明のためここには含めておらず1974年を起点と して作成して
いる。
4.長期賃貸住宅は1982年から建てられ，その以前のものはl年後に分譲に転換されているため，分譲共同
住宅に含めた。
(4) 
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表5 J.l<同住宅における暖房方式
(1段房方式別アバート戸数)
単位 t戸， (%) 
長蔵-l!l竺 全 国 ソウ Jl.-
~ 1，236，659(100) 435，969(100) 1 
中央供給式 512，778(11.5) 325，081 (74 ，6) I 
暖 単独創iホイラー 78，059( 6，3) 6，190( 1.4) 
房 単独練炭ボイラー 386，929(31.3) ，19，952(11.5) 
方 練炭炎き口 181，313(14.7) 51，226(11.7) 
式 ガスポイ寺一 77.187C 6.2) 3，520( 0.8) 
そ の {也 393( 0.0) 一一(0，0) 
資粋建設部， '89アパート住居環境調査
( 1団地が20戸以上である団地の調査戸数)
表6 アペート規様別現況
よ沿¥2T 1983年 1989年戸 数 % !戸 数 % 
49，5 (l5TP)以下 201，968 371 473.497 38 
49.6-82.5 (25坪) 207，495 37: 528，390 43 
85.6-132.0 (40坪) 114，419 21; 183，632 15 
132.1以上(40坪をこえる) 29，528 5: 51，140 4 
合 計 553.410 100' 1.236，659 100 
資料 大事事住宅公社.1983. 19897 r~ート住居環滋調
査 0983.1990) 
(1団地が20戸以上である団地の調査戸数)
宅の規段別戸数実制に顕著にあらわれており.15坪以ド
か60%(30，828戸)， 16~25坪が35%07.532戸)で，あわ
せると25.b!'以下の共同住宅が95%に至っている。
b.分譲価絡
隣国の民間分譲共同住宅の分譲価格は，分議面積を基
準とした「分譲価上限制Jという規制lを受けて決められ
るc その基準として，専有面積が25.7坪以下の場合は呼
当り126万8千ウすンでありI 25.7燥を超過する時は，
134万ウォ ンの分議価格が定められているe この分渡価
格規制の極旨は.小規鎮の分譲共同住宅を安い価格で入
居者に供給することであるが，反街.現在の時価に沿わ
ない分泌価格の設定が企業の財務構追への悪影響と生産
的・の低下，建築使用材料の質の低下を招来するという恐
い街も指摘されていた・60 そのため， 1989年1月からは
分譲価上限伽lを廃止し分譲価絡を現実化しようと.ソ
ウル，釜山.仁川1，光州，大国地滋では地方自治団体の
長が宅地ri.包築費.適正.'f1J腐を考慮し分譲価額を決定
寸る 「分譲価原価迎動制Uを災厳している。
共同住宅の価絡は.経設される上地の宅地価格が共問
住宅の価絡に反映するため，地域によってその価絡が異
なっている。 1993年5月以後に入居を予定している京線
道盆唐新都市の民間分譲共同住宅の価絡を見るとv 表7
のようになっている。
全都市勤労者の月平均所得1173.0万ウ才ンであり. 23 
坪の分譲共同住宅の価格は.約4年 7ヶ月分の収入にあ
たる。
表7 盆成分譲共同住宅の分議価絡
単位千ウオノ
23 J3!i 41. 256 
32坪 58，649 
37 坪 76，675 
48 坪 97.092 
50 Tli 102.555 
69 坪 141， ~18 
資料 .Park Town分譲，.<ン 7v"Jトより (990)
c 入居者層
共同住宅の入居者階病を詳細にとらえた調査.特に民
間共同住宅を対象としたものは行われておらず.入居者
階届を部分的にしか明らかに出米ない。ここでは大輔住
宅公社が供給した共・同住宅の入居者実態調査(1989年)
に1基づいて公社共同住宅の入居者層を明らかにする。住
宅公社が供給した共同住宅は，民間業者によって供給さ
れた共同住宅に比べて小規模であり，人出対象が低所得
層であるから，民間分譲共同住宅の入居者とは経済力に
差があると考えられる。位帯主の年齢と学歴.所得につ
いては，以下のようは傾向がみられる。
公社分譲共同住宅の入居者の世符主の平均年齢li37A
才で.比較的経済的に安定している階層で形成されてい
る。賃貸住宅が20代.30代か多いのに対して分譲共同住
宅は30代.40代が多くなっている。
世手持主の学歴は，高不以上が世帯全体の89.9.%を占め
ており，比較的高い水準にあるa
住戸規模耳IJの世待主の年齢と学肢をみると，規模が噌
表8 公社住宅における位帯主の年齢~Þx
単位:%
ぷ誌竺 20代 30代 40代 50代 60代
賃貸住宅(1009-6) 179 61.6 13，3 5.9 1 3 
分議住宅(100%) 11.2 587 20.3 6.2 25 
資料 大総it宅公社，入居者実態調査 (989)
( 5 )
? ??
生活環境学
加する程.高年齢.高学歴にはる傾向がみられる。
世帯の平均人数は3.84人で全国平均の4.21人(1985人
口統計)より少なし、。
分譲共同住宅の入居世帯の月平均所得は71.8万ウ看ン.
賃貸共同住宅の入居世帯は54.1万ウォンで分譲と賃貸で
はかなりの差がみられるが.ともに全都市勤労者の月平
均所得73.0万ウォンよりも低い。
4.管理問題
現在.緯園都市部で重要な役割を占めるようになった
分譲共同住宅におレて，どのような管理問題が生じてい
るかをみてみる。共同住宅管理に関する論文はいくつか
発表されているが，それらの論文において.管理問題が
指摘されているのが少ない。それで.ここでは現地ヒヤ
リング調査及び既存の資料文献などをもとに，管理問題
をまとめる。
一つは，団地や共同住宅の設計.筋工の不充分さとか
かわる問題であって駐車スペースの不足による駐車問題
はその代表的な例である。
人件費や資金の早期回収のため工事施工期間の短縮や
コストを下げるための施工不良が入居後欠陥問題として
あらわれることも少なく It~ 、
二つ自に，管理人と管理会社による問題である。まず，
管理人による問題として，管理費の使い方が不明瞭で.
特別修繕充当金の積立金などを無断で引き出すことなど
の問題がみられる。また.管理人が不続切であること，
団地内の清婦および箆理業務に対し怠慢である，各種の
補修への処理が遅れ忍などがあげられる。次に管盟会社
による問題としてほ，管理会社の技術力不足により.補
修などが円滑に行われていない，子供の遊び場やエレベー
ター胞設などの安全点検が実施しないことから事故が発
生したという事例がある。また，管理会社が管理人に対
して教育を行なっていないために管混入の資質が低く.
入居者に対しては広報活動があまり行われていないため
に.入居者の協力が得られにくいという問題がある。
三つ目は.入居者による問題がある。入居者の管理意
識の不足と管震への無関心といった次元の問題や共同生
活上の問題例として.エレベーターで子供が遊ぶこと，
厨汗などの通路lこ物を置くこと，騒音に対する苦情が多
いことなどの問題がある。また，区分所有者代表である
「入住者代表会議」の会長の権限が大きくなり.多くの
業務が会長以下.少数の役員によって独断的に決定され
たり，特別修繕充当金などを払わない区分所有者がし、る
ζ となど，運営管理上の問題もある。
IT，緯国の共同住宅の管理制度
1.共同住宅管理の法的根鎚
a.共同住宅の管理に係わる法律体系
現行法上，共同住宅管理に関して直後的に係わる法律
は「住宅建設促進法」である。この法を叡拠にしてつ く
られた「共同住宅管理令」及び 「共同住宅管理規則」が
共同住宅の管理制度を規定する。また， これらの法令で
定めていない区分所有権と共用部分に関する事項に対し
ては， r民法」と日本の区分所有法にあたる 「集合建物
の所有及び管理に関する法律」の適用を受ける。つまり.
分譲共同住宅のように区分所有の共同住宅の場合は 「住
宅建設促進法」にもとづく「共同住宅管理令」と 「集合
建物の所有及ひ.管浬に関する法律Jの両方の規制を受け
る。この二つの主主律は公法と私法の関係にある。
「住宅建設促進法」は共同住宅の管理に係わる側面を
規制しており， r集合建物の所有及ひ守鞄に関する法律」
は共同住宅の区分所有権と共用部分に対する持ち分や共
用部分の管毘に関する規定を明記し，区分所有権に関す
る給月?の時に私法的判断基準となる。また， r集合建物
の所有及び管理に関する法律」は 「集合住宅の管理方法
と基準に関する住宅建設促進法の特別な規定は，それか
集合建物の所有及び管理に関する法律に抵触して区分所
有者の基本的な権利を害しはい限り効力があるJnと明
記してL必。すなわち， r集会建物の所有及び管理lこ関
する法律」の基本的な原員IJに違反しない限り共同住宅の
管理は 「住宅建設促進法Jに従うことになづている。繋
埋すると.共同住宅に係わる基本法律の体系は以下の通
りである。
共同住宅管理基本法令
(公法) (私法)
・住宅建設促進法 ・民法
・共同住宅管理令 ・集合建物の所有及び管理
-共同住宅管理規則 に関する法律
b.共同住宅管理に関する基本法令
(1) 住宅建設促進法(1972年12月初日制定，1991年3
月8臼改正，法律) 1-25条，付則からなっている。
この法は，住宅に困る国民の住居生活の安定を図って
全ての国民の住居水準の向上を期するため.住宅の建設・
供給とそのための資金の調達・運用に関する必要な事項
を規定している。共同住宅管理に関して直接係わってい
る条文は，第38条.第38条の2，第39条の2，第39条の
7であり，その内容は区分所有者組織である入住者代表
会議の権威及び特別修繕充当金の積立.住宅管理業者ー の
免許取得の要件.住宅管理士(専門管理人)の資格と業
(6) 
金印舎他・韓国における分譲共同住宅管理 -5a -
務などを規定しており.共同住宅の管習制度の級幹になっ
ている。住宅建設促進法は.以トの二つの同法施行令と
総行規則を備えている。
. Iも宅建設促進法勉行令 t大統領令)
・住宅建設促進法施行規則(建設脅s令)
この二つの法令1;1.，共同住宅管理について直接的は項
目を含まれていないが.共同住宅の付信胞設，福利胞
設ーなどに対して基本的事項を規定しているe
(2) 共同住宅管理令 (1979年1月21日制定，1989年9
f15日改正.大統領令) 1 -35条，付即lからなっているe
この令1;.， i住宅建設促進法J に基づき，共同住宅の
管墜に必要な事項の定めを目的としているe
共同住宅管理令は住宅建設促進法をもとにし.共同住
宅管理制度の根幹になっている。共同住宅管理令で規定
している項目は，管理主体の業務の内容，事業主体によ
る義務管理，白治管理機備の惰成方法，かし補修に関す
る規定.管理費の内訳と徴収の方法，特別修繕充当金の
徴収と樹立の万法.住宅管理人の資格なと共同住宅管理
念般に係わる詳d細事項を規定している。
(3) 共同住宅管理規則(1979~12月 1 2 日制定， 1989年
12月16臼改疋，建設部令〕この規制は， 1 -18条と付JlIJ
からなっており. i住宅建設促進法」及び「共同住宅管
理令」の施行に関して必要な事項を定めることを目的と
している。
共同住宅管理令で規定した管理主体の業務.飽設の安
全管理の方法.入住者代表会議の織成と業務内容，自治
管毘機構の認可申請と自治管理機織の変更 ・廃止申告.
各主要施設物別のかし補修期間の設定，住宅管理人の免
許申請などに対し細部事項を規定している。
(4) 集合建物の所有及び管理に関する硲律(1984年 4
月10日制定， 1986年 5月12日改正，法律)
この法は，私法体系の中心となる民法に対する特別法
として制定され，建物の区分所有と共用部分の変更や管
理，敷地使用権など建物の区分所有権に関する事項を規
定している。なお，管理に関する項目としては.区分所
有者組織の織成方法と，集会の開催万法.管問規約など
の項目を設定している。
(5) 民法
民法t，第215条の区分所有に関する規定と第262条の
共同所有に関する規定で怨物の区分所街に関する一般的
成立規定と共同所有に関する原則を規定している。これ
が，共同住宅管理のための私法規定の線幹となる。
(6)共同住宅管理の関係法令
① 共同住宅団地内の付属施設.給排水・電気・暖房・
ガス設備はどの維持管理に関する関連法
( 7 ) 
{水道法.下水道法， エネ'レギー利用合理化法.電気
事業法，都市ガス事業法，高圧力'ス安全管理法)
@ 大気汚染防止.火災防止，汚物除去などの住居環
場改善及ぴ事故防止のための関連法
(環境保全法.消防法，汚物清掃法)
③管理人の労使問題に関する法令
(勤労主主準法.労働総合法，労使協議会法)など
以上のような法令が共同住宅の管理を規制Lているa
に 各法令の適用範囲
各共同住宅に適用される法律の基準は.表9のようで
ある。共同住宅の団地規模(声数〉と設備(エレベーター.
巾央集中暖房)の宵無によって適用される法令と内容が
違ってくるo このように戸数規様と設備によって管理内
容の義務づけられる管理内容をかえているのは日本と違
う大きな特徴であるo
共同{主君管理令の規定を受ける共同住宅の条件は.住
宅建設促進法第3条の事業計画承認及び建築許可そ得て
表9 分譲共同住宅の管理に関する法令の適用範囲
共同住宅 よそで 20戸 20戸~ 300戸の形態 未満 299戸 以上
中央暖房とか *③ ① ① 
エレベーターあり
アパート
中央暖房も
*③ ② ① エレベー ター もなし
中央暖房とか a③ 本① [どエレベーターあり
連立住宅
中央唆房も
③ 本②~ エレベーター もなし
多世幣住宅 ③ / / 1 
復合共同住宅 ③ 
*数が少ない
① 集合建物の所有と管埋に関する法律の適用を受(t，
かっ共同住宅管理令のすべての項目の適用を受ける
② 集合建物の所有と管理に関する法律の適用を受け.
かっ共同住宅管理令の一部の項目の適用を受ける
@集合建物の所有と管理に関する法律のみに基づく
範囲
注 共同住宅の袴類と範凶は，住宅建設促進法施行令
第2条により次のように定められているc
・アパ トー :5階以上の住宅
・連立(1:宅.様当り，建築延ぺ面積が660rlを超過
する 4階以下の住宅
・多世帯住宅 白棟当り， i主築延べ面積が660rrl以 F
の4階以下の住宅
資料 :ヒヤり ンク'謝査及び各種資料より作成
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建設された20戸以よの連立住宅又はアパートなどの共同
住宅と，その付筈施設及び福利施設である。
共同住宅管理令が通用されない復合共同住宅引や全体
の戸数が20戸未満の共同住宅に対しては.民法と集合建
物の所街及び管理に関寸る法律のみが適用される。
また，共同住宅管理令の規制を受ける共同住宅は.戸数
と設備の婆件によって，共同住宅管理令の一部の規制を
受げる管週対象と，規制すべてを受ける管理対象に分け
られる。
20戸以上300戸未満でエレベーターが伝く中央暖房方
式が取られていない共同住宅の場合は.共同住宅菅原ー 令
の一部規定の適用になり.その場合は， r事業主体によ
る1年間の義務管理，特別修繕充当金の積立の袋務.長
期修繕計画の樹立義務」などが適用されない。
一方.300戸以上又はエレベーター設備ないし中央暖
房方式を有する共同住宅は.共同住宅管1m令の全ての規
定を適用する管理対象となる。
復合建物である共同件.宅は例外とき札賃貸住宅とと
もに共同住宅管理令が適用されない。
d.集合建物の所有および管理に関する法律による管
理方式
1985年度の統計によると.共同住宅の中で，共同住宅
管麗令のすべての規定が適用主れる共同住宅は914団地，
57万1，000戸(l団地平均624.7戸)であり，全共同住宅 川事業主体管理
ここでは，共同住宅管理令の対象となる共同住宅の管
理方式をみていく。
a管理形態
共同住宅の管理形態には大きくわけで三つのタイプか
ある。 一つ';1:，共同住宅が綬工日(入居開始時点Jから
1年間，建設事業主体によって義務的に管理が行われる
事業主体管理があるo他の二つはこの事業主体管理の期
間が過ぎたのちに選ばれる菅思形態であって.自治省毘
と管理会社による委託管理である。事業主体管理が終わっ
たあと.自治管llI!または管理会社による委託管理かが入
居者 (区分所有者)によって選択される。管JA形態の決
定過程は図2のようで.以下.三つのタイプの管理形態
について説明する。なお.現在の管理形態別の共同住宅
数は表10のようであり.委託管理より自治管理のほ弓が
高い割合を示して~，るc
表10 管理形態別の団地主主
238 
(16.4) 
の65.7%を占めているへ したがって.共同住宅の多く 事業主体管理というのは，当該共同住宅を建設供給し
は共同住宅管理令に2基づいて管理が行われるといえる。 た公共機関(大線住宅公社と地方自治団体〉又は住宅起
そこでn.2の部分で.共同住宅管理令の対象となる共 設業者が1年間の直縫管理を行う管鐙形態である。 ここ
同住宅の管理方式をみていくことにする。なお，共同住 で，住宅建設業空?とは.住宅建設促進法随行令第9条に
宅管現令の規制対象にならない20戸未満の共同住宅と抜 より年間，大統領令で定める戸数(単独住宅20戸，共同
合共同住宅などf集合建物の所有及び管理に関する法律J 住宅20戸)以上の住宅を建設するため，建設部に登録し
のみの通用を受ける共同住宅の管理方式の特徴は以下簡 た民間建設業者である。
単に述べることにする。 ① 事業主体管理の情成
これらの共同住宅では， ①区分所有者全員による管理 共同住宅管理令第8条では.事業主体は.共同住宅の
団を役立し，管理を行うこと ②管理聞は，自ら管理を 唆工臼から1年間義務的に管還を行わなければならない
実絡する管理主体となることが出来る。これは後述する と規定している。しかし，竣工白から9ヶ月以内に入居
共同住宅管理令に越づく管理)j式と大きく異なる点であ 予定者の過半数が入居し低かった場合は，過半数が入居
る。すなわち，一点目には共同住宅管理令では.各線の した臼から数えて4ヶ月が経過した時点まで管理を行う
区分所有者を代表する各線別代表者で構成される入住者 {共同住宅管理令第8条l項)。
代表会議が役立され，これが区分所有者の代表団体iこな 事業主体は，入居予定者の過半数が入居を完了したと
る。そのため，区分所有者全員参加型の管理方式が取ら きには，入居者にこの事実を通知して共同住宅管理方法
れなL、。二点目には，入住者代表会議は，管理主体には を決めるように要求する(住宅建設促進法第38条6)。
円よればし」管理会社に委託しないで自治管理を進めてい 事業主体による義務管理期間の終了前でも， r区分所有
〈場合にも，入住者代表会議とは月1に自治管理機構Il'を 者jが自治管理機構を設立し，共同住宅の管理業務の引
つくる必要がある。 き継ぎを要求すると，事業主体は遅滞なく.自治管犀機
2.共同住宅管理令による管理方式 織に共同住宅の管理業務を引継ぐ。しかしt r区分所釘
(8) 
金印舎他:緯国における分譲共同住宅管理
;住宅管理業者 ，.一一一一-
lの代行
共同住宅の建設竣工
1 
建設事業者主体の管理
義務管理期間.竣工臼から 1年間
。管理主体の トーイ入住予定者の過半数入居完了
m決定要求 ! 
注・住宅管理業ぞW.管理会祉を指す
資料:ヒヤリ ング調査及び各種資料より作成
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l者の過半数が入居しない時他人 j
i !苫予定者の過半数が入居した円か t
l ら4ヶ月経過した日までにする
J:!.<同住宅の管理形態が未決定な渇合
?
?? ?
ぃ ????????
図2 管理士主体決定までの過程
?????? ? ?
?
?
?
?
? ??????
?
?
?
の管理
者」が事業主体による義務管埋期間の終fまでに，共同 建物の構造及び施設の内容をよく知っていることから，
住宅の管.fa方法を決めることが出来なかった場合は，ニ 効率的で体系的な也物の維持管理を行うのに有利な形態
ワの方法かある。 である。しかし住宅供給に主眼点をおく民間建設業者
一つの万法は，事業主体か直媛住宅管盟業者(管怨会 においては，管理が形式化したり.鐙設供給業務が影紳
社)を選定し.入居者にこの事実そ沼知した後.住宅管 を&.ふことを嫌って実際にはi年間の義務管理期間の管
.w.~集者に共同住宅の管理を委託する。 理を住宅管理業者に代行させていることが多くなってい
二つ自の方法は，市長，郡守が認定する正当な理由が るc
ある場合は.義務管理期間終了後も事業主体が継続して 12) 自治管箆
管忽を行い.自治管理機織文は 「区分所有望号」が選定し 自治管理とは.共同住宅の区分所有者速が管尽を行う
た住宅管盟業者に共同住宅の管理業読を引継げる時点ま 主体として管理人などを雇用し.自治管渥機構を結成し，
で管埋をt目当する。 この自治管理機械によって共同住宅団地の管鹿を行う管
⑦ 事業主体管涯の効果と実態 型形態である。自治管理機締とは.入住者代表会議とは
( 9 ) 
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別の紛織として管理行為を担当する管理主体で，共同住 @ 自治管理の効果と実態
宅管llI!令第1条，月IJ表lの基準に従う技術者及び装備を 現在，自治管.f!J!を行っている共同住宅は約7富IJくらい
備えている。ここで，別表lは表1のようである。 を占めている。その背景には.管母会社の敏が少ないと
いうこともあるが，管理会社が利益を追求する営利団体
表" 共同住宅管理機繕の技術人力及び装備の基準 であることや管理会制の金銭管理に対する不安感などが
ある。また.管理費用の節約と管理費の軽減を図ろうと
いうことも加わって向治管震を選択しているが.自治管
理では共同住宅の管埋経験の乏しさや管狸能力の不足に
起因する管理問題が出ている。
現在，自治管理をしている共同住宅の特徴は.500戸
以下の小規模の共同住宅が大事事を占めていることである。
(J) 菅毘会社委託管理
①管理会社委託管理の手続き
緯国の法律では管理会社を 「住宅管理業者Jと呼んで
いるが，本研究では以下管理会社と呼ぶ。管理会社委託
管理とは.入住者代表会議の決議によって決定された管
鹿会社が管忽業務の委託を受けて管埋をする管理形態で
管理会社が管理主体になれる湯合lふ前掲の図2のよ
うに事業主体による義務菅盟期間中の代行管理を行う場
合と，事業主体の選定による委託管理を行う局合.区分
所有者の選定による委託管理のiつの場合がある。
共同住宅を管理するためには，免許を要していること
が必要である。納入資本金(日本の払込資本合と同じ意
味である)川や装備と専門管理人(技能土.住宅管理上)
などが免許の基準となり，納入資本金によって管理会社
の業務の範囲が異なってくる(表12)。
管理会社の免許の種類及び免許のま正当直と業務の範聞に
ついては.n， 2のCのところで詳細を述べる。
②管理会社委託管理の効果と実態
管理会社委託管理は，住物の維持管理.定期的施設物
の点倹などを通し，事故防止などの計画的管理を目指す
ものである。現住.政府も管理会社と専門管理人による
共同住宅管理の効率化を奨励している。しかし.入居者
の間では管理会社に対する信頼度は高くない。その理由
l主管理会社の場合，営利を目的としているため，自分た
ちで管理するよりも経費が儲かると考えられているから
である。この様な理由で，現在自治管還を行っている共
同住宅は約 7~Jを占めている。
b.住民組織としての入住者代表会議の設立と内容
「共同住宅管埋令」に基づく菅原方式では，区分所有
者は入住者代表会議を設立し，管J!Ilを進めていくことに
①自治管理の手続き むる。入住者代表会議の設立は図4の通りである。
区分所有者が入住者代表会議を設立して自治管湾を行 入住者代表会議は，共同住宅の管llI!に係わる嫌々な事
うまでの過程は図3のようである。 項を決定するま議決組織である。実際，直銭管理を執行し
区分 基 準
1.エレベーターを設置した共同住宅の場合に
は.国家技術資格法の施行令の別表]による
機械技士 (2級以七)1人以上
技術 2.当該の共同住宅の建築設備の種類及び規機
入力 などに従って電気事業法・ガス事業法・高圧
ガス安全管理法・エネルキー利用合理化法 ・
消防法及び環境保全法など関係法令によって
備えなければならない基準以上の技術者
エレベーターを設置した共同住宅又は中央集中
装備 式暖房方式の共同住宅として，その規模が5千
世帯以上の場合には.小型選殿車輪l台以上
資料:共同住宅管理令，別表lより
資料・ヒヤリング調査及び各種資料より作成
図3 自治管患の手続き
ある。
? 、 ，
?
???
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表12 管理会社の業務の範囲
免許の栂類 ]人の管理
人きがる共管帯理同で
申 履 乙 eI! 宅の世 住数
2億ウォン以
6千万ウォン以下 5千世帯以下 下
2億超過3億 6千万也1&9千万ウォ l万世曙以
ウォン以下 ン以下 下
相句 3億超過4億 9千万超過 i億2千 l万5千位
人 ウォン以下 万ウォン以下 帯以下
資
4億超過5億 It意2千万超過I億 2万世帯以本 ウォン以下 5千万ウォン以下 下
金
の 5億超過6億 l億5千万超過l億 3万世倍以
額
ウォン以下 8千万ウォン以下 F 
6俄超過7億 1億8千万超過2億 4万世倍以
ヴオン以下 1千万ウォン以下 下
7億ウ方ン絹
2億I千万超過
過
資料 共同住宅管環規則.i}IJ表より作成
???????
????? ? ?????
?
? ?
?
????
??? ???…?
1 ・会長(1人) 入伎者代表会計代表 !*任期は.
し.その業務統括 管理規約で
・監事 (I人以と) .会計関係業務など|定める。
管理業務全般に対
し.管現主体の業
務を監査
-理事 (:1人以上) 会長を補佐，会長
がいないときは会
長代行
??????????????? ???
?
?
??
?
?
?
?、 、
?? 、 、
?
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?
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?
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資料 ヒヤリ ング調査及び各種資料よ内作成
図4 入住者代表会議の設立と構成員の役割
ているのは管理主体であるので.入住者代表会議は，管
? ，
? ?
?
理主体を指苦手 ・監督する立湯にある。
具体的な入住者代表会議の業務の内容は，以下の通り
である(共同住宅管恕令第10条〉。
① 管理形態の決定，自治管理の縫i上決定，管理会社の
選定などの業務処理
② 管理規約の改正.共同住宅の管墜に必要な諸規定の
制定及び改正
③ 管理費の予算の確定，施設の使用料の基準の決定，
会計監査の依頼と決算
④ 団地内の電気，道路，上下水道，駐車場，ガス設備.
冷暖房及び工レベーターはどの維持及び運営基準の決
定
③ 自治管理をする場合，自治管理機構の職員の任免
⑥ 共同住宅の共用部分，区分所有者が共同所有してい
る付帯施設及び福利施設の補修.交替及び改良の貌千1・
⑦ 区分所有者相互間において利害が相反する事項の調
整
⑧ その他，管理規約で定める事項
C. 管理会社と専門管理人制度
(1) 菅漣会社の種類及び免許尽準と業務の範図
現在，緯闘では共同住宅をより専門的.効事的に管理
するため.共同住宅管理業の免許制度を取ってし hる。免
許には，申穆，乙随があり，免許の種類によって管理対
象の範囲が定められている。甲種には，管理対象の制限
がないが.乙極では管狸対象がエレベーター施設がなく，
中央暖房方式でない共同住宅に限定される。
住宅管虚業の免許基準は.納入資本金と各設備分野の
伎術資格を持つ技能士及び装備の水準によって決められ
ており，これによって免許の種籾及び管理対象の範聞か
異なる(表13参照〕。
住宅管理業の免許を取った者は，免許に指定された地
鼠内で共同住宅管理を行う。但し，建設部長官(日本の
建設大臣にあたる)の承認を得た場合には例外が認めら
れる。またo 1人の住宅管理業者(管盟会社)がl千世
待以上の共同住宅を管理するときには. 2人以との住宅
管理業者又(1建設業法が定める免許を持つ建設業者の迷
市保証を要する(共同住宅管狸令第21条〉。
(2) 専門官寝入制度
現在，韓国の共同住宅の管理制度の特徴として.専門
管理人の制度を取っている点があげられる。韓国の法律
では専門管理人を「住宅管理1:と住宅管浬土補」と呼ん
でいるe このように専門管原人には2種類があって，そ
の資絡は. r住宅管盟七裕行は20才以上で法律上の問題
(禁治産者などを指す)がむい者. r住宅管理士」は住
宅管理士補として一定の年数以上の織務経験を宵する者
????
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表13 住宅管理業の免許の基準
区 分
免許の種類別の基準
申 種 乙 種
納入資本金
l僑，ウ倉ン以上 3千万ウォン以
上
電気分野又は電 電気伎士 (2級 ~気佼士 (2 級
気安全の分野の 以上〉免許取得 以上)の免許取
伎術者 者1人以上 得者1人以上
機械分野又は機 校士(2級以上) 伎土(2級j孔上)，
技 減安全の分野の l人以上 技能長又は技能
後術者 土1級1人以上
消防設備の安全 技士(2級以上) 技士(2級以上)
管理の分野の技 l人以上 1人以上
術 術者
燃料使用器機の 熱管理士1級
取り倣い分野の 熱管理の技能土
自E設術者 2級又は原動機
の取り敏い技能
土l人以上
カ
高圧ガス機械分 技能長又は技能
野文は化学1iXり 土1人以上
扱い分野の技術
者
危険物取り敏い 技能長又は技能
分野の技術者 土1級l人以上
装 備 運搬車輪1台以 運搬車輪1台以
上 上
*上の表の技術資格は国家技術資格法の施行令の日1)表
中の該当分野のものをいう。
資料・共同住宅管理令，第19条第2項の月1)表4より
共同住宅の管理主体は， 表14の区分により住宅管理土 ・
舗を管箆責任者として雇用しなければならな~'0 
表14 住宅管到と ・補の管理範問
1989.6.30現在
区 分 住宅管理士 住宅管恩士繍
中央集中式の暖房方
式やエレベ-9ー が投
管理
制限なし
置されている湯合は .
範囲 300世帯未満
2.その以外の場合は
500世帯未満
対象団地数
735団地 720団地
合計(100%)
(50.5%) (49， 5%i 
1，455団地
資料 建設剖!.住宅管理部で入手 0991.6) 
d.運営管理
共同住宅管理令の定めによる運営管理の内容について
以下にみる。
(1) 管理貨の内容
管理貨は.表15の貧困のJ:l間金額の合計額で計算され
るq その構成内訳及び算定方法は，表15のようである。
管理主体は表15以外のことで管理費を徴収してははら
ない。但し，電気，水道，ガスなどの使用料と建物全体
を対象とする保険料徴収権者を代行する湯合や.引き |画
げ機 (屋外に設置されている荷物用のリフト)の使用料
及び彼数の入居者が共同に使用する部分の補修費用は.
当該入居者からその賛同を日1)に徴収することが出米る
のみである。これらは共同住宅を安全で効率的に管理し(共同住宅管盟令第15条)。
共同住宅の入居者の権益を保護するためにもうけられた (2) 長期修繕計画と特別修繕充当金の金額の内容
資絡機であり，次のような業務を行う。 共同住宅の共用部分と区分所有者の共同所有である付
共同住宅の運営管理や維持管理に関する業務.補修， 干普胞設及び福利府設などの老朽化を予防するため， 管埋
施設の交替及び改良に関する業務，また以上のような業 主体は年次別の長期修繕計画を樹立する。長期修繕計画
務を行うための経費の請求.受領，支出などの業務，及 は，H包設別の標準修繕周期と老何度を勘案して10年単位
びその他共同住宅の管理に関して建設部が定める業務な に作成し 3年ごとに修正しなければならない。 この長
どである(住宅銭設促進法第39条の3)。 拶l修繕計画や特別修繕充当金 (1::1本の修繕積立金に相当
建設部は，住宅管理士・織という専門管理人の免許制 する〉の規制を受ける共同住宅の対象は.①"300戸以上
度を取り入れ， [990年に初めて専門管理人の資絡試験で ②エレベーターが設置されている ③中央稜房方式.
ある住宅管理士捕の試験を行い， 2，347名が専門管理人 の共同住宅である。この三つのなかの つーでも該当する
の資格を取得した。なお，住宅管理セ・補の資格試験は 共同住宅に適用する。
21'手ごとに実施される予定である。また， 1995年l月l 特別修繕充当金は長期修繕計画の定めるところにより
目より，住宅管理セ・補の資絡試験の合格者でなければ 積立てる。特別修繕充当金の算定方法は表情のようであ
共同住宅の管理を行えない13、。 る。
住宅管理土 ・補の配置と管理範囲は表14のようであり， 但し.長期修繕計画が樹立されていない共同住宅の犠
( 12) 
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表15 管煙費の術成内訳及び算定方法
費 自 情 成 内 訳 世帯百1)の負担額の算定方法
-般管理費 人件費(給与，諸手当，賞与金，退職金 月間実際所要した費用を，分譲面積に従って均等配分する
なとを包含するが，清鰯員及び汚物収去 か.月予算額を分譲面積に従って同等配分して.使用実績
員人件費を除く〕 ・諸事務質 ・交通通信 に従勺て清算する。入住者代表会議が選定した住宅管fJ1!業
質 ・公組公課金・紋服質 ・教育訓練費 ・ 者による管理の場合には.入住者代表会議と住宅管理業者
車両維持費及び諸付帯費用 との契約で決めた.月間の質問を分譲面積に従って均等配
分する。
/高 掃 費 用役(委託)の時には用役金額とし，直 月11)，実際に妥した費用を分譲函積に従ョて均等配分する
営の時には清掃員の人件費 ・被服費及び が，月の予算額を分譲面積iこ従って均等配分して使用実績
清掃用品費など清婦をするのにl直後要し に従勺て清算する。
た費用
汚物収去費 用役の時には用役金額とし直営の時に
は汚物収去人件費 ・被服費及び汚物収去
用品質など汚物収去に直接要した費用
消毒費 用役の時iこは用役金額とし，直営の時は
消毒用品費など消毒するのに直接要した
費用
エレベーター 同役の時には用役金額とし.直営の時に
維持費 は諸付帯費&.び資材費などとする。ただ
L，電気料は共同と使用される胞設の電
気料に包含される。
暖房 費 暖房及び給湯に要した原価(油頬貿 ・動 月間実際に袋した貸用を分譲面積に従って鈎等配分 (分譲
力電気料 ・l暖房及び給湯用水費)から給 Iiii械による算定が非常・に困難な場合には.専用面積に従っ
湯貨を除いた金額 て均等配分する)。月予算額を分譲面積に従って均等夜分
して，使用実績に従って清算し，熱使用量計測器が設置さ
れた場合には.月間使用量による費用を世帯別計測器によっ
て配分する
給湯 費 給湯用油類貸 ・動力電気料・給湯舟水費 予定原価によって立方米当り給湯資単価を決め.世帯別使
荷量計調1器によって算出する。
修繕維持費 1.用役術修の時には用役金額，直営の 月間実際に喜きした質問を分譲面積に従って均等配分するが，
時には資材及び人件費 月の予算額を分議面積に従って鈎等配分して清算するc
2.浄化崎清偶貨 ・冷暖房施設の清帰費
-消火器充境費 ・屋上防水工事質・外
部建装費など共同に利用する施設の補
修維持費及び諸検査費
資料共同住宅管理令.別表3より
表16 特別修繕充当金の算定方法
月間世帯別 一 長期修繕期間中の修繕費総額
特別修繕充当金一総分譲面積X12x計画鰐間(年〉
く世帯別の分譲面積
資料:共同住宅の長期修繕に関する基準， 4 
(建設部告示，第331号)
合は，エレベーター維持費.暖毘費.給湯貨.修繕維持
費の月間金額を合わせた金額の3/10以上20/100以F
の範凶内で管理規約で定めることが出来る。なお.特別
修綴充当金は.共同住宅の竣工後 l 王手が経過した昧I~i，か
ら毎月積立てる。
管狸主体が符日1修繕充当金を使用する時は，長期修繕
計画に従ヲて特別修綴充当金の使用計画書を作成し，人
住者代表会議の同意書を添付して市長又は郡守に申告L
なければならない(共同伎宅管理令第23条J。
特別修繕充当金';1"入住者代表会議の名義で建設部長
宵が指定する金融機関に日(J段設置されている口座に預け
ておく。
(3) 共同住宅の管理規約
共同住宅管型令の対象となる共同住宅の区分所有者は
共同作宅の管.1!11又は使用に関する規約を定めなければな
らないと共同住宅管理令第9条1項で決めている。共同
????
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住宅の分譲後，G:初jに制定される管理規約は，事業主体
が当該分自室共同住宅の購入者と分譲契約を締結するとき
に提案して当該分議共同住宅の購入者の過半数の書面合
意で採用される。級相jに共同住宅管理規約として採用さ
れる管理規約は，態設部が作った標準管理規約である場
合が多L、。また.管理規約の規定事項には次の内容を含
まなければならない(共同住宅管理令9条3項)。
① 区分所有者の権利 ・義務に関する内容
② 入住者代表会議の構成及び運営方法とその織成員の
義務及び責任に関する内容
③管理費，施設の使用料及び特別修織充当金の徴収 ・
保管・預置の方法，これを納付し低い者に対する措置
に関する内容
④ 自治管理の場合，自治管震機織の設立の手続き.運
営に関する内容及び業務と職員の資格要件.職員の人
事.報酬及び管限人の責任などに関する内容
⑤ 会計管理と会計関係職員の責任及び義務に関する内
沼恒
廿
⑥ 共同住宅の専有部分及び共同部分の区分と.その管
理責任及びft用負犯に関する内容
① 管理規約を途反した者及び共同生活の秩序を乱した
者に対する錯置に関する内容などである。
管理規約や諸規定は改正が出来るが，笑際の場合，Ji主
初に作られた管理担規約を改正した例はほとんどみられ低
い状態である。
eー かし補修
かし補修に関する規定は.共同住宅管理令第16条，同
規則l第]l条に基づいて行われる。
(1) かし補修対象になる共同住宅の範閤
住宅建設促進法の規定により， ~5推計画承認を得て建
設された20戸以上の連立住宅とアバ-~，ならびに建築
法5条の規定により建築許可を得て建設された共同住宅
(すなわち.分譲を目的とする2戸以上のすべての共同
住宅，述立住宅，多世帯住宅)の事業主体又は建築主は，
当該共同住宅のかしについて補修する責任を持つ。
聞かし補修の請求とかし補修保証金
かし補修の義務期間内に共同住宅のかしが発生したと
きは.入住者代表会議は事業主体に対し.そのかしの補
修を請求することが出米る。事業主体は遅滞なくこれに
i芯じはければはらはい。そのため.共同住宅などを鑑受.
供給した者は.竣工検査権者(市長，郡守)が指定する
金融峻関に竣工検査権者の名誌でかし:補修保証金を預け
ておく。また.竣t検?を権者は入住者代表会議が構成さ
れると入住者代表会議の名義に変更される(共向性.宅管
理令第17条に基づく)。
聞 かし補修保証金の基準とかし補修の終了
事業主体l;i，敷地価額を除いた事業計画書の上の総工
事費の3/100に該当する金額そかし補修保証金として
預けておくことが義務付けられている。なお，規定によ
る主要路設のかし繍修期間が満了すれば.峻工検査縫蓄
にその事実を通知し.かし補修保証金を取り戻すことが
出来る。事業主体のかし補修の責任は，竣工検査権者の
かし補修の終了事実が6t認されたときに終了する(共同
住宅管埋令第17条3項と18条に線処〉。
L 管理主体の管理業務の処痩
管理主体が共同住宅をより効果的に管理を行えるよ
うにするため，共同住宅管理令第3条と同規則l第2条で
は，0¥.のような管理業務を提示してL必。
①共同住宅の共用部分，付帯施設及び偏平IJ棺~の維持.
繍修と安全管理に関する業務
@ 共同住宅の団地内の答備.消婦及び汚物除去に関寸
る業務
③ 管理費及び施設の使用料の徴収と公租公課の納付代
行に関する業務
③ 特別修繕充当金の徴収及び積立に関する業務
⑤ 共同住宅管理規約と入住者代表会議で決定した事なi
の執行業務
⑥ 共同住宅の菅恩業務の広報及び共同施設物の使用方
法に関する指導 理事業業務
( 10 
⑦ 共同住宅の団地内の共同郎分に対する無断占有行為
の防止のための業務
③ 共同住宅の団地内で秩序を乱す行為防止のための業
務
⑨ 共同住宅の団地内で発生する事故及び盗難防止など
に対する対応措置の工夫
以上のような管思項目を定めているが，管理主体が行
うべき管理業務を大綿伶宅公社管理実務と保権管理規約
を基づいてさらに調べてみると，以下のように分けられ
る。
(I) 事務管盟業務
共同住宅の管理に係わる各穫文魯の記録.備え保管.
閲貨などの業務そ行う。具体的には，共同住宅管理規約
など管理にかかわる規定文書の保管，閲覧などの業務，
管理行為に関する日誌作成，管理指針などの通報，公告
などの通知.管理人の人事管理業務〈団地の適正な官fl1H
人員の策定).備品管理業務などで，共同住宅の管理業
務のうち事務管怨に係わる業務をいうa
(2) 会計管理業務
会計管理は，共同住宅管埋令と同規則.共同住宅管理
会計処理の憎針はどに基づいて行う。会計管理とは.現
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.(f.斡凶の共同住宅管理業務のなかで重要視されτいる管
理業務の一つであり.金銭出納に係わる経費管事をいう。
会計管理については共同住宅管理令以外に. もう一つ
の1基準として「共同住宅管盟会計処I1l!繕針」という基準
がある匂この指針は， 関係法令主主び共同住宅管理規約で
別段の規定が設けられている場合を除いて従うようになっ
ている。会計管理業務には.管理費と特別修繕充当金の
徴収と収支項目の設定.及び費用支出業務.物品管理台
帳作成，予算編成.決算業務，管理授の延滞料の決定な
どがあり，加えて公認会計士による会計監査がある。
管理主体は.次のような帳簿を備えて会計を明確に記
録，維持及び保管しなければならない(標準管理規約第
5寧会計)。現金出納簿.銀行預金出納簿，収入補助簿.
支出補助簿，備品管理台帳，その他の会計処理に係わる
帳簿などである。
会計監査については，管周主体は公認会計士による会
~H主査を毎年 l 回受げなければならな L、。但し，区分所
有者の3分の2以上の書面同意がある場合は会計監査を
受けな くても良いと規定している (共同住宅管理令第3
条2項)。
(31 同地の住環境管理及び施設物の安全管理
団地管理とは，団地の秩序の確立と住居環境の整備を
行い.共同生活により起こる諸般の問題を処理すること
をい今。団地管理の業務は.次のようである。
団地の共同部分に対する清婦及び汚物除去などの臼常
清掃管鍔，消毒などの衛生管理.騒音防止.植主主管理.
団地内の安全，防犯管理(海難，事与箸，交通事故，火災
などの防止).団地内の秩序の確立 (不法な間売，共同
部分の無断占有などに対する対応)などがあげられる。
管理主体の安全管理業務に関する規定民共同住宅管
理令第4条と悶規則第3条に書かれている。
管理主体は.表17の飽設に対し安全管理計画を樹立し.
安全管理計画が定めるところにより.M!i設別に安全管理
責任者を任命して点検を実施しなければならない。なお.
各施設に対する安全管理の診断基準となるものは表18の
ようでおる。
m.韓国の管理制度 とシステムの特徴
表17 安全管理計画樹立の必要な施設
1.高圧がス胞設
2.中央集中式の暖房施設
3 発電及び変電施設
1.危険物の貯蔵施設
5.消防施設
6 エレベーター及び引き上げ機
7.練炭ガス排出機
8.石垣 ・基礎控 ・塀・マンホーJレ・浄化繕 ・下水道
9.屋根及び階段の手摺
10.井戸及び非常貯水施設
1.ポンプ
12.老人亭又は子供遊び場の施設
資料 :共同住宅管理令4条，悶規則3条よ句作成
表18 共同住宅の施設物に対する安全管理の診断基準
区 分 対象施設 点検回数
解氷期 石主主基礎壁，橋.井戸， 年 l回 (2
る~ 断 非常貯水胞設 月又は3月)
定 石垣.基礎患塀.下水 年 1[自
雨期診断
道 (6月)
鋪冬期
練炭ガス排出機，中央集 年1回
期 中式の暖房施設.配管の (9月又は
診断
氷防止t 樹木の保温 10月)
変電室，高庄ガス施設， 3ヶ月に 1
竜主丸，与~ 消防施設，マンホール 回以上但し.
安全診断 (浄化槽のままを包含). 昇降機の場
油類貯蔵絡設，ポ ンプ. 合毎月 1回
断 昇降機，引き錫げ機 弘上
衛生診断 非常貯水施設.井戸 年2回以上
及び清録
老朽施設，危害発生の恐
れがある施設 以上
注・解氷期診断.雨期診断，越冬期診断とは.それぞ
れ解氷期，雨期.越冬期に入るにあたって施設の
安全管理のための診断を行うことを指す。
資料共悶住宅管理規NIJ， ~IJ表 2 より
一日本と比較してー う組み立てられているか.その全体的，社会的システム
本論文のまとめをかねて，以下隣国における分譲共同 のことをい弓ている。それを理解するために，まず，管
住宅管理の全体的なシステムの特徴を述べることとする。 理にかかわりのある各主体がどのような取り組みを行っ
本論文の冒頭に述べたようにここでいう管理システム ているか.管理システムのなかでどのような役割分担を
というのは.側々の分譲共同住宅で区分所有者の共同に 行っているかをそれぞれ慨観してみる。
よってなされるべき管理をどのような法制度.行政的総 1.各主体の取り組みと分鱈
策，企業や専門家などの支援によって適切に処理するよ a 行政機関
<. 15 ) 
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?
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図1にみるように韓国の分譲共同住宅はここ数年の内
に急激な増加をみせており.その増加傾向は日本をしの
ぎ，全スト γク数においても日本を上回ってしまった。
このような急激な建設に対応する管理への行政rt'.l対応は.
震近10年の聞にみられ.1:I本に比べて中央政府の法令に
よる指導が管理の具体的方法に及んでいること.また.
行政の指導力が強いようにみ今けられることがあるが.
その詳細は後述するとして，まず.どのような取り組み
がなされているかそみてみる。
第ーに法令の制定である。日本の区分所有法に相当す
る「集合建物の所有及び管理に関する法律Jは1984年に
定められたが，それ以前の1979年(1981年金文改正)に
「共同住宅管理令Jが定められ，これにより一定の規模
と設備をもっ共同住宅の管潔の方法が規定されている。
第三1;:，この共同住宅管理令による標準管理規約が定
められ，それによって管理の具体的な内容が指導されて
いる。
第三は，管理会社の育成を目的とする施策であって，
管理会社の免許制度が定められて資本金，技術能力によっ
て管理できる共同住宅を定めている。
第四は，管理人の養成のための資格制度の採用であっ
て，資格を有する管理人による官壊を一定の共同住宅に
ついて1995年以降義務づけるようにしている。
第五は，共同住宅の供給事業体に対する行政指導が義
務管理制度などにみられることである。
以上のような取り組みが中央政府段階でなされている
が，第六に特徴的なこととして，地方自治体レベルで分
譲共同住宅の管理へのかかわりがみられることであって
自治管理を行う際に自治管理機構の認可を市長または郡
守(郡の長)に求めることが必要であり.また，特別修
繕充当金の使用に際し，市長または郡守への申告が必要
とされている。向治管墜を廃止する際にも市長又は郡守
への申告が必要である。これは，地方自治体の地嫁に日IJ
した共同住宅への管理施策というよりも中央政府の施策
の徹底をはかるゆ央政府の下部組織としての機能をはた
しているものであるが，日本にはみられない点である。
b. デペロッパー
韓国では共同住宅を建設できる業者は一定の年間供給
鍾を有し，政府建設部に登録されたものに限定されてい
るが.その主旨は業者の専門化と大型化を図るためだと
されている。その主旨がJj]を納めているためか，大型団
地による供給が勝国では目だつが.そういった大型団地
に専門性を生かしたレベルの高い管理を行っていこうと
いうねらいがある。
管理の面でのデペロ vパーの役割は，共同住宅鐙設u寺
から 1年間その管理を義務的に行うことが主たるもので
ある。この建設業者に1年間直接管理を行わせる義務管
座制度の狙いは， 一つは建物自体の性能保証と業者責任
に対する安心感を居住者に与えることであり.もう一つ
は新しい居住機式である共同住宅の生活に居住者を馴染
ませるこの期間に.建設業者が管理を行うことによって
居住者がそれ以降の管理方式の選択を考えやすくするこ
とである。このような方法は日本にはみられ低いが.共
同住宅の管理に全く始めての居住者たちが自分たちが所
有している共同住宅の管理についてどのようはことが必
要でどんなことを考えねばならなし、かをこの期聞を通じ
て知り得るのは大変有意義なことだといえる。しかしな
がら民間建設業者の主業務は.共同住宅の建設であり.
共同住宅の管理業務でないことから，管理を積極的に取
り組む傾向は少はく.義務管理期間を通り一遍にすませ
ていくことが多<.そのため建設業者に管理業務まで強
いる現行の制度を見直すべきだという怠見が斡園内には
みられる1九
c 管理会社
韓国の管理会社は建設関係業にかかわった専門家途が
共同出資して作った場合が多いが.1989年12月31日現在，
ソウルを中心に58の管理会社があるといわれている即。
管理会社の管理業務は日本とほとんど変わりなしそ
の共同住宅管理における役割も同じようなものといえる。
すなわち，各分譲共同住宅の入住者代表会議などから管
理の委託を受け，全般的な管恩業務を処理している。
d.管理人
共同住宅の管理にかかわる人与を一括して管理人と呼
び，それらについて以下にみてみるc
管m!人の職務と体系は一般的に.金管E主人を指導監督
する管理事務所長(l人)を中心に事務職，技術職，筈
俄I険，清信i織に区分できる。ここで.各職別の役割をみ
ると，管理事議所長は団地全体の管理を円滑に運営する
ために各部門の管理人の指導監督をする。また.人住者
代表会議に出席し管理経過について報告を行い，居住者
の苦情と意見を聞き，これを管理に反映し効果的な管理
を行えるように取り計らっている。事務職の管理人とい
うのは，管理を行うのに儲かる諸経費と管理費などを処
理する会計関係の経理管理人と管理にかかわる文書や書
類などを処理する庶務管理人で矯成されてL、る。また.
技術織の管理人というのは，団地の重要施設物 (中央暖
房システム施設，電気施設など〕を安全で適正に管理す
ることが出来る専門投能者を指す。それ以外に，入居者
の安全管理を担当する軍事備員と団地の共用部門の清掃を
担当する清掃員がいる。一般的に管思事務所長と事務織
( 16) 
金問l合(也:株国における分譲共同住宅管理
の管耳目人は， I住宅管恕七J，I住宅管理士補柿」という
資絡を持っている者がなり.多 くは正社員である。その
他の専門技術織の管理人は，その担当する設備に対する
資絡を有しており，臨時職員の場合が多L、。他の望芸術良
及ひ清掃員は特に資格を必要としなL、。多くは臨時職員
として雇用される。
管I黒人が管箆にかかわる場合、管理事務所長を中心と
した管理機絡が構成され.そこに各部門の管理人が!Jnわ
ることになる。この管思機構は管理の執行欄苅であって，
自治管理でも委託管理でも管理形態にかかわらず設置さ
れる。これに対し議決機関にあたる入住者代表会議の役
員が管理機構の職員を兼ねることはできない。
巴.居住者
鈴国の分譲共同住宅において制度としての居住者組織
は，入住者代表会議と管理団であり，前者ば「共同住宅
管理令jにより定められ.後者は 「集合建物の所f言及び
管理に関する桧律」によって規定されている。ところが
現実にはほとんどの共同住宅では管理団は機能しておら
ず，法の規定は形骸化している。
入住者代表会議は団地の棟別に選ばれた練別代表者に
よって組織され. この人住者代表会議が管理の議決機関
である。したがって， r共同住宅管理令」による規定で
は.区分所有者全員が直接管理の議決に参加することは
ない。あ くまでも糠別の代表者に意向をったえる間接的
な議決へのかかわり になっている。代表者でない一般の
区分所有者(人住者}の;意向の反映は各棟5Hの集会など
に参加して意見を述べるか.代表者に直接意見をいうか，
直接団地管思事務所にいって意見を注べるかというた方
法によることになる。しかし.練glJ集会というものは
IJ~同住宅管理令」では規定されておらず，多 く は，伝
統的な班常舎 (日本の町内会の集まりなどに煩似してい
る)が日常的な管恩iご対する居住者の意見反映の局となっ
ている。
一方「集合建物の所有及び管理に関する法律Jによる
規定では区分所有者全員によって組織される管理団の集
会があり，区分所有者がlO人以上の場合は年l回の管理
問集会が召集されねばならないことになっている。集会
は.規約の設定，変更や軍事Eな事項を決めることにな寸
ていて日本の区分所有法の規定に似ている。しかしなが
ら.この 「法律」による管理問集会などの規定は笑際に
は機能しておらず， I三分所有者による管!!I!団集会が閃か
れるということはみられない。
以上のように，韓国においては区分所有者全員が直媛
参加して管理に関する事柄を決めていくということは実
質行われていないといえる。
?????
韓国では， 民分所有者の線sIJ代表による入住者代表会
議の決定により.委託管理でない自治管理の管理形態を
選択することが出来るがこの管型形態は日本の自治管理
とか自力管理といわれる方法(会計.連絡等の事務管甥
や筒慢な点検.清掃などの業務を組合役員や居住者の間
で処理する方法)とは異なっている。すなわち韓国の自
治管環は，入住者代表会議が専門の管理f!当職員を震い.
必要な装備を備えて 「管理主体」である自治管理機備を
作り.乙の臼治管理機織に管理業務を任せる形式をとる
のである。ここで，人住者代表会議と自治管ml.機棒との
関係は.議決機関と執行機関という関係で入住者代表会
議の役員が自治管理機舗の職員にはなれないことは先に
述べた通りである。
韓国の分譲共同住宅では居住者が機々な管理の執行過
採に参加することは「共同住宅管理令」による制度上み
られない。したがって居住者の管箆へのかかわりはその
糠別代表による入住者代表会議での議決過程への参加に
1良られている。日本のマンジョンでは管理組合役員らが
管理業務の一部を分担したり，共同清婦など部分的に居
住者が日常的管理行為を分担することがみられるか，こ
のような執行過程への居住者参加は，今回の調査の限り
では見られなかった。しかしながら「共同住宅管理令」
の規定を受けない20戸未満の分譲共同住宅などでは執行
機関としての管型機備の設慣の定めもな く，管理を処理
する人を雇うことも費用が高くつくことで敬遠されるの
ではないかと考えられ.実態として居住者による管恕行
為の処理がなされているのではないかとみられる。この
点については今回の実態調食が出来ておらず.今後の課
弱として残された。
r.まとめ
以上，行政，デベロアパ .ー管理会社，管理人.居住
者の互主体について管恕へのかかわりをみてきた。日本
との相達点や共通点を号室理してみると次のよ うになるc
第ーに.行政の分譲共同住宅管理への指導性が強いこ
とが指摘できる。
第二に.その指導によってデベロ ッパーの管理へのか
かわりが 「義務管理Jという形態で明舷に位置づけられ
ている。
第三に.管理会社の役割は日本と大きな差はないとい
えるが.管理人も含めて専門性を有するスペシャリスト
による管理執行を一定規模以上の分譲共同住宅に行わせ
る方向が取られている。
第四に. 1:記第三のスペシャリ スト管理を指向してい
ることの反映として.居住者の管理参加が少ないこと.
あるいはいまだ普及していないことが指摘できる。制度
( 17 ) 
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としては「集合建物の所有及び管理に関する法律」によヲ
て区分所有者会員の参加する管理組織(管理団)と集会
が認められているから. 日本と同様の全員参加による議
決過程は可能ではあるが，実態としてはそのような全員
による議決の集会はみられなL、
第五に，日本でみられる管理組合の連絡協議会とか.
それを支援する専門家組織.あるいはアメリカのCAl
に相当するような民間組織による分譲共同住宅管理への
支援は見られない。
以上.分譲共同住宅管理にかかわる主体を見た場合.
臼本では，①供給者(デベロッパー入②居住者，③
居住者組織，④個別メンテナンス会社，⑤管護人，⑥
管埋会社があげられているが附，緯国では居住者.居住
者組織のかかわりが少ないこと，反箇，行政のかかわり
がみられることなど.全体としてかかわりのある主体に
共通点はあるがかかわりの強弱，内容に相違がある。
2.緯国の管理制度とシステムの特徴
a.特徴
以上，法令や規則!などの制度と韓国の社会全体が取っ
ている分譲共同住宅の管理のシステムについてみてきた
が， これを自本と比較し，特徴とみられる点を以下に述
~る。
(1)韓国の分譲共同住宅管理にかかわる法令にはニつ
の流れがある。一つは「住宅建設促進法Jによるci共同
住宅管理令」の制度的流れであり，もう一つは「集合建
物の所有及び管理に関する法律」によo流れである。
管理の実態は前者の「共同住宅管埋令」による制度が
支配的であって，後者の日本の区分所有法にあたる法律
による制度はほとんど機能していなt¥. 
前者の「共同住宅管理令Jによる管理制度は20戸未満
の分議共同住宅やr.5舗付き共同住宅など複合用途の共同
住宅には適用されないからして.20戸未満のような小規
模江区分所有共同住宅が建設さ札その数が増してくる
につれて，それらの管理制度を定める必要が出来てきて，
この「集合建物の所有及び管理に関する法律」が作られ
たとの見方がある。いずれにしても，両者の制度の関連
が問題になる。同法は付則で.この法に低触しない限り
「共同住宅管理令」の規定は釘効だとしてし必。しかし，
具体的な管理の過程で混乱が起こらないとも限らない点
がいくつか考えられる。
第一は，悶法では区分所有者全員で構成する管理団が
当然に設立されるとされ，区分所有者が10人以上の場合
は管理人の選任が義務づけられている。この管理団と
「共同住宅管理令」の入住者代表会議の関係か不明であ
るが.たとえば「令」による入住者代表会議の決定と
( 18) 
「法」による集会の決定が異なった場合句法が優先する
ように読み取れないことはないが.当然混乱が共同住宅
内に起こるであろう。
第二に，管恩人を置くことが義務づけられ，それは集
会で選ぶとされているが，その「管理人」と「共同住宅
管理令」で規定されている管理機構の管理事務所長をは
じめとした管理にかかわる人々との関係が明かでなL、
「集合建物の所有及ひe管理に闘する法律」では管理人は
共用部分の保存，管理，変更のための行為や管理団の事
務執行のための費用の請求.受領，金銭の管埋を義務づ
けられている(同法第25条)。一方「共同住宅管理令J
では管理主体 t自治管理機構など)が共用部分の維持管
理.管理授の徴収などの管理業務を行うこととされてい
る。
もし 「集合建物の所有及び管理に関する法律jの管塑
人と「共同住宅管理令」の管理主体が別々に設置された
場合，混乱がおこらないであろうか。 特に事業主体管理
や委託管理が取られている時に執行機関が二つ生まれる
ようなことになれば，その混乱は大きいといえよう。
第三に「集合建物の所有及び管理に関する法待Jでいう
規約(同法第28条)と 「共同住宅管理令」第9条で定め
ねばならないとされている「管理規約」の関係であって
「集合建物の所有及び管理に関する法律J第28条は規約
設立は 「定めることは出来るJと選択的事項となってい
るが. i集合建物の所有及び管理に関する法律」の規約
が区分所有者と議決権の4分の3以上の特別多数決で決
定され. i共同住宅管理令」の管理規約が入住者代表会
議の過半数で決定§れるという相違点も含めて，居住者
の聞で理解と運営よの混乱がおきないかどうかが心配さ
れる。
121 鈴国の管理制度で支配的となっている共同住宅令
による管患の方法は次のような諸特徴を持っている。
①「共同住宅管理令Jによる管盟事項の義務づけを一
定の規模と設備状況のものに限り，さらにそれらを二揮
に区分して大規慎なもの中央暖房方式ないしはエレベ-
7を設置しているものについては義務づけを厳しくして
いることである(表9参照んより大規模なグループ
(表9の①)については特別修繕充当金の積I九長期修
繕計額の樹立を義務づけ，事業主体の1年聞の義務管理
を義務づけている。そして.20戸以j二の 「共同住宅管理
令」が適用されるすべての分譲共同住宅に対しては決定
機関である入住者代表会議の構成.執行機関である管鹿
主体の織成，管理に燐わる管理人らの配置，管理費の費
用項目と算定方法などが定められている。
@ 上にも述べたように事業主体(デベロ
金印舎{也ι緯国における分譲共同住宅管忽 65 -
る義務管理期間の設定をしている ζと
③管慢の決定機関として人住者代表会議を定め，執行
機関として管埋主体を定め，その具体的執行組織として
管理機嫌を矯成するようにしていること
@管理形態として委託管理形態か自治管麗形態かを人
住者代表会議で選択させ， 自治管理が選択された場合.
それが適切に遂営されていくよう管理機構の認可を市長
又は郡守に求めていること
⑤ 区分所有者の参加が直媛的ではなく練別代表者によ
る決定が区分所有者の窓芝、決定とされていること
(3) 現湯管理体制における日本との違い
務国では設備関係の技術員と警備員が交代で24日寺間配
置されるのが一般的であり，特に警備員の員数は多い。
一例として大緯住宅公社の団地 (2000戸)の編合でみる
と.聖書備員30-40人，設備管淳之営繕の人員20人.清矯
員15人.管理所長と事務員5人の総人員70人となってい
る川。 なお.管理会社による委託管理の煽合は，管理人
の数がもっと増加する傾向かあり， 日本と比較すると管
盟関係職員の数が多いことがわかる。その理由として，
居住者の管理行為への参加がみられないことと，共同作
宅団地内の施設管理(中央暖房管理.電気管理)に人員
が必要なこと.団地配置上箸備員を多く要することなど
があると考えられる。それにしても。管E聖職員の数が多
いのは管理費の負担増となっているといえる。
b.特徴を生んだ斡国の事情
以上のような緯国の管理制度とシステムの特徴を生ん
だ事情を考えてみると.第一は急激は建設ラッシュによ
る分譲共同住宅の増加があり.それらが主として大規模
団地として供給されたことが指摘できる。 10階以ヒの高
層の増加はエレベーターなとの設備設置率を高め，中Jえ
暖房システムの普及とともに，専門的なメ ンテナンスの
必要を生んだ。また.稼国の団地規模は700-1000戸と
推定され1>) これらが一つの人住者代表会議で運営され
る管理単位となっている。このようなー単位の住戸数の
多いことと中央暖房システムなど設備函の維持管理の必
妥性が，まずこれらの大規模で複雑な管理を求められる
部分に施策の重点を置くという方向を取らせたといえる。
管理単位の大きいことは， もう一方で区分所有者の直接
参加を難しくし，間後参加形態を取らざるを得なくした
といえる。
第二に，中央政府の行政的指導の強さがあげられよう。
たとえば大規模団地を中心に修繕充当金の積立や長期修
繕計画の作成を行政的に蓑務づけているのは，臼本が区
分所有者による管型組合の意志に基本的iこ委ねているの
と異なる点であるが. これらの点に以上のような行政指
導の強さはみられる。
第三に.韓国と日本の分譲共同住宅居住者の意識状況
の違いが指摘できる。しかしこの違いの具体的な内容と，
その管-理システムに与える影響については現時点では充
分な理解が得られていない。今後の研究課題である。
C. 問題点と今後の研究課題
線国の分譲共同住宅の管理について調査を行ってきた
結果から.管理上のいくつかの間題点に指摘できる。
それらのうち 「集合建物の所有及び管理に関する法律」
と「共間住宅管理令」の関係などについてはすでに述べ
てきたので繰り返しは避けると して，それ以外の点で問
題となること及び今後の研究課題と して残された点を以
下に述べておく。
第一に.20戸未満の共同住宅管理令の規定を受けない
小規模分譲共同住宅及び庖舗など居住以外の用途を持つ
纏合用途の共同住宅の管理についてである。これらの共
同住宅は現在のところあまり数はないとみられているが.
しかし20戸未満の連立住宅や多世帯住宅は決して少ない
数ではない。これらの管理実態が明らかにされていない
ことが一つの問題で・ある。建物のメ ンテナンスなどを適
切に進めてし、く管理システムも確立されてt，るとはいい
がたく，老朽化の進行と管鍾放棄状態がおこらないよう
は注意が求められる。複合用途共同住宅は特別な管理問
題があり.一般の共同住宅より管理は複雑である。この
種の共同住宅についても管理システムの佐立が求められ
る。以上のように小規模分譲共向住宅と複合共同住宅の
管理実態を明らかにし管理システムを考えるための研究
が今後の課題である。
第三lご.管理固と入住者代表会議の関連ともかかわっ
て借家人も含めた居住者の管理へのかかわりを考える研
究課題がある。今後分譲共同住宅などに借家人が増加す
ることが考えられ. i集合建物の所有及び管理に関する
法律」では借家人らの集会参加などの権利が認められて
いるか集会そのものが縫立されていない現状である。純
国における居住者の地境生活慣習などに馴染んだ形態で
居住サイドからの管理要求を管理運営に反映する方法を
考案して~ I <必要がある。
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Summary 
The purpose of thls study is to find that the situation of housing conditlol1 and the rnanagement 
system of the condomtnium in Korea 
The point on the management system of condomimum in Korea is as rollows. 
し 1nKorea there are three managemem types， management type by developer， m釘lagememtype 
by housing management company and a resident self-managem日nttype. 
2. ln case of condominium t developer directly manages for one year from the date of comple~ion 
and passes management over to a resident. self-manag自mentbody or a housing management 
company. 
3. The adopting contents of "Common Housmg Ma.nagement Regulation" (C.H.M，R) IS differencia-
ted by the number of units， the condition of elevator system and central heatlng system. 
If the CHMR does not apply to multiple dwellings house. the "Multiple dwellings house Owner-
ship and Management 1a w“CM.D.O.M.L) is applicable. 
4. Managemenl of Condominium is mainly operated by rnanagement on sUe staffs. for example 
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managers. 
5. The CHMR order that each housing complex should E'stabish "Condominium Rulザ. but the 
"CH:vlR" regulate a1 the management， therefor the condominlUm rule is to be used rarely. 
6. At each housing complex， the Homeowner Represent日tiveConference (H.R.C) is composed of a 
part of homeowners. not every homeowners 
7. One more problem is that two ordinance are simultaneous exist 
One is the CH:V1R and the other is the MDOML. These lWO rules are not seperated clearly. 
The relation of followmg lwo terms In the MDOML and the CHMR IS not clear; the manage-
ment association and the HRC. t.he administrator and the head of management office at the man-
agemenl structure， and the by laws in the two ordinance 
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